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はじめに
近年主要先進国を中心に多くの国が科学技術の振興に力を入れている。各国の研究開発費総額（民間企業の研
究開発費・大学の研究開発費・政府の研究開発費等の合計）・研究者総数・政府の科学技術予算等あらゆる科学技
術関係数値が急速に増大している。科学技術力こそ多様な産業の競争力を上昇させ経済力を強化していくための源
泉であり、国家総体として継続発展していく上で最も重要なファクターであるという考えがこのトレンドの底流に
はある。
科学技術発展の最も根源的な要素は純粋な研究者の学問的探究心からの頭脳に根ざす知的創造活動である基礎研
究にある。即ち、特定の開発利益を目的としない基礎研究から未来の革新的技術の核となる発想・アイディア・発
見が生まれ、それらを応用し開発へと結びつけることで実用的な革新的新技術は創造できる。そしてそれらを製品
化し市場に出す中で国の経済的利益は拡大していく。基礎研究成果の最大化を目指すのが競争的研究資金制度（In-
stitution for Competitive Research Grants : ICRG：以下 ICRG と呼ぶ）である。ICRG は研究資金配分機関が広
く研究者・研究機関に対して研究課題を募り提案された研究課題の中から専門家による評価に基づいて実施すべき
課題を採択し研究者・研究機関に競争的研究資金（Competitive Research Grants : CRG：以下 CRG と呼ぶ）を
－３３－
ｖａｔｅ／０８０１０３６０　生涯学習研究年報／０８０１０３６０　生涯学習研究年報／論文２　広田　３３－４８  2008.03.27 0
㪞㫃㫆㪹㪸㫃㩷㪧㫉㪼㫊㪼㫅㪺㪼
㪫㪼㪺㪿㫅㫆㫃㫆㪾㫀㪼㫊㩷㪧㫆㫎㪼㫉
㪠㫅㪻㫌㫊㫋㫉㫀㪼㫊㩷㪧㫆㫎㪼㫉
㪠㪚㪩㪞
㪙㪸㫊㫀㪺㩷㪩㪼㫊㪼㪸㫉㪺㪿㩷㪧㫆㫎㪼㫉
㪜㪺㫆㫅㫆㫄㫀㪺㩷㪧㫆㫎㪼㫉
配分する制度である。
基礎研究には全くの未成熟段階の研究、かなりリスクがある研究、ある程度発展してきている研究など多様な段
階のものがある。各研究には伸長するタイミングがある。研究者の意欲などが旺盛な時期にタイミングを逃さず迅
速かつ弾力的に研究資金を提供することで基礎研究の成果は最大化することができる。
主要国中で最も基礎研究振興政策が進んでいるアメリカでは、NIH（National Institute of Health）・NSF（National
Science Foundation）・NASA（National Aeronautics and Space Administration）・DARPA（Defense Advanced
Research Projects Agency）といった巨大な CRG 配分機関によって配分される CRG が潜在的に優れた基礎研究
課題を伸ばし、また研究者・研究機関間に有効な競争を醸成し、結果として米国の基礎研究力を上昇させている。
アメリカでは政府の科学技術振興予算の約３０％が CRG に投入されている。CRG 配分を展開する ICRG は基礎研究
振興政策の中心という認識が一般的になっている。
ICRG は日本においても基礎研究振興政策の中心になってきており、中長期的に国全体の基礎研究力を決定する
重要な制度になると考える。日本の ICRG は特に１９９０年代以降急速に発展し、近年多様な制度設計上の変革がくり
返され洗練されたものになってきた。しかし、いまだ十分とは言えない。未来に向けて日本の ICRG のさらなる高
度化を実現するために、多数の政策的課題が存在する。本稿では ICRG の制度設計上の政策的課題を特にアメリカ
の ICRG との比較の視点から追究していきたい。
図１：ICRGの長期的拡大的波及効果と重要性のイメージ
１．CRG総額の推移
日本の CRG 総額の推移は図２に示される通りである。第２次世界大戦後の混乱期は当時の文部省に僅かばかり
の CRG があったに過ぎず、その額は１９４５年で２，０００万円程度であった。１９５０年になりようやく４億円の CRG が確
保され、１９６０年に CRG は１８億円になった。そして、１９７０年に７２億円まで増額し１９８０年に日本の CRG は３２５億円に
達した。科学技術政策が本格化する１９９０年代から CRG は毎年大幅に増大していく。即ち、１９９０年度５５８億円、１９９１
年度に７８５億円、１９９２年度８００億円、１９９３年度に１，０００億円を突破した。１９９４年度１，１００億円、１９９５年度１，２４８億円、
１９９６年度１，７０１億円、１９９７年度に２，１５８億円と２，０００億円を超え、１９９８年度２，３２４億円、１９９９年度２，６１４億円、２０００年
度２，９６８億円、２００１年度に３，２６５億円と３，０００億円台に達した。２００２年度３，４４３億円、２００３年度３，４９０億円、２００４年度
３，６０６億円、そして２００５年度に４，６７２億円と４，０００億円を突破した。その後２００６年度は４，７０１億円、２００７年度に４，７６６
億円まで拡大した。１９９０年から１８年間で CRG は８倍以上の拡大を遂げたことになる。
CRG は政府の科学技術関係経費総額中のシェアにおいても近年そのウェイトを拡大している。即ち、表１に示
されるように政府科学技術関係経費総額中の CRG シェアは、２０００年度７．９％、２００１年度８．０％、２００２年度８．９％、
２００３年度９．７％、２００４年度９．９％、２００５年度１２．９％、２００６年度１２．６％、２００７年度１３．６％とそのウェイトを拡大させて
いる。
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図２：第２次世界大戦後のCRGの推移
表１：２０００年以降のCRG総額・政府科学技術関係経費総額・CRGウェイト
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２．現行の ICRG
現在日本には表２のように８府省の所管下に３７の ICRG が存在する。府省別の CRG 予算総額規模に関しては、
文部科学省が７６％を占有し最大の CRG 配分官庁となっている。そして厚生労働省が１０％、経済産業省が７％を占
め、農林水産省３％、総務省２％、環境省１％、国土交通省０．０１％、内閣府０．０１％と続く。
ICRG には大別して研究者の自由な研究課題に基づいた研究活動に資金を配分するボトムアップ型 ICRG と、特
定の政策課題等に沿って研究領域や研究課題を限定して資金を配分するトップダウン型 ICRG がある。日本の
ICRG ではボトムアップ型 ICRG の代表的なものは科学研究費補助金の各種プログラムであり、その他の大半の
ICRG がトップダウン型 ICRG である。
各 ICRG の予算規模については、４億円程度の小型の ICRG から２，０００億円近い予算を有する大型の ICRG まで
多様である。１，０００億円を超える予算を有する ICRG は文部科学省所管の科学研究費補助金の１制度だけである。
１００億円以上１，０００億円未満の予算規模の ICRG は、文部科学省所管の戦略的創造研究推進事業・科学技術振興調整
費・２１世紀 COE プログラム・グローバル COE プログラム・キーテクノロジー研究開発の推進、厚生労働省所管
下の厚生労働科学研究費補助金の６制度である。
飛躍的な基礎研究成果の産出が最も期待できる若手研究者に対するプログラムを提供している制度は、文部科学
省所管の科学研究費補助金・戦略的創造研究推進事業・科学技術振興調整費・原子力システム研究開発事業、厚生
労働省所管の厚生労働科学研究費補助金・保険医療分野における基礎研究推進事業、経済産業省所管の産業技術研
究助成事業、農林水産省所管の新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業、総務省所管の戦略的情報通信研究
開発推進制度、環境省所管の地球環境研究総合推進費・廃棄物処理等科学研究費補助金の合計１１制度である。
表２：現行の ICRG
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３．日本の ICRGの政策的課題
日本の ICRG は特に１９９０年代以降、量的・質的に高度化を実現してきた。しかし、多数の制度設計上の課題が存
在することも事実である。以下、日本の ICRG のさらなる高度化を考えた場合に克服する必要がある政策課題を示
したい。
３．１．CRG総額・CRGウェイト拡大の課題
現在の日本の CRG 総額は約４，７００億円で継続的な増加傾向にある。しかし、いまだ十分な量とは言えない。CRG
総額自体が相対的に十分でないことから、採択率の低位推移、配分研究費の不十分さなど多様な問題を克服できな
い状態にある。優れた研究課題を埋もれさせず最大限にそれらを伸ばすためにも CRG 総額自体を大幅に拡大する
必要がある。
米国の CRG は４．５兆円であり日本の１０倍である。日本の総体的経済規模が米国の約５０％であるとしても、日本
の CRG 総額が米国の４．５兆円の約５０％に相当する２．２兆円程まで拡大しても良いのではないだろうか。
CRG 総額と同時に政府の科学技術予算総額中での CRG ウェイトを拡大することも重要な課題である。政府の科
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学技術予算総額に占める CRG シェアの点ではアメリカと比較すると日本のシェアはいまだ相対的に小さい。表３
に示されるようにアメリカ連邦政府の科学技術予算総額約１４兆５，０００億円中の CRG は４兆５，０００億円で CRG シェ
アは約３１％である。一方、日本の政府の科学技術予算総額約３兆９，０００億円中の CRG 総額は約４，７００億円で政府科
学技術予算総額中の CRG シェアは約１３％である。
CRG ウェイトは国の研究開発環境の競争性の程度を規定する最大の要素である。CRG ウェイトが高いほどその
国の研究者・研究機関間競争の程度は高くなる傾向にある。日本の研究環境をより競争的なものにしていくために
も CRG ウェイトを高めていくことが必要である。
表３：アメリカ・日本のCRG総額・科学技術予算総額・CRGシェア（２００７年）
３．２．配分資金規模の課題
採択された研究課題への配分資金規模については、特に科学研究費補助金においてその複数のプログラムで配分
資金規模の適切化に関する議論があった。即ち、科学研究費補助金には小規模研究プログラムが相対的に多すぎ、
小規模研究プログラムの多さが応募件数を増大させ審査員の負担を増大させる要因にもなっているので、もっと集
約して１件当たりの配分研究費を充実させるべきという議論である。申請件数に関しては、日本の ICRG の場合確
かに欧米に比較して申請件数が膨大である。例えば、科学研究費補助金は２００７年度予算で１，９１３億円であったが、
その申請件数は約１００，０００件、新規採択件数は約２４，０００件であった。一方、NIH の２００７年の CRG 予算は約２兆円
であったが、その申請件数は約３０，０００件、採択件数は約９，０００件であった。
２００３年（平成１５年）４月の総合科学技術会議の「競争的研究資金制度改革について（意見）」において、科学研
究費補助金について次のような指摘があった。即ち、「研究費の小規模な研究課題が多い。このため、若手研究者
を中心に多数の応募を行わざるを得ない状況となっており、その結果、欧米と比べても、膨大な数の応募件数とな
り、評価に過重な負担をかける一因となっている」というものである。
しかし、文部科学省科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会が特に科学研究費補助金の相対的に小規模なプ
ログラムである基盤研究 B・基盤研究 C についてそれらの実態を調査し、２００４年（平成１６年）１２月に「科学研究
費補助金の在り方について」を提出し以下のような主旨の反論を示している。
１）複合新領域・化学・工学・農学では基盤研究 B を選択する傾向が強く、人文学・社会科学・数物系科学・
医歯薬学では基盤研究 C を選択する傾向が強い。
２）基盤研究 C で研究を開始し成果が出るにしたがって高額の制度に応募する場合もあり、研究の初期段階
に対して基盤研究 C の役割は重要である。
３）学術研究の助成においては、多様性に富んだ明日の学術研究の芽を育んでおくことが重要であり、「畑の
隅々まで栄養分をしみこませておく」という発想が重要である。
４）基盤研究 B・基盤研究 C は人文社会系の研究者だけでなく、理工系・生物系の研究者にとっても不可欠
な役割があり、日本の学術の振興上重要な機能を果たしているので、今後も存置し、その充実を図るべきで
ある。
基本的に多様なプログラムを設定することが多様な研究課題に柔軟に対応する上では必要である。小規模プログ
ラムも研究課題の多様性への柔軟な対応を保証する上で必要である。
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しかし一方で、巨額の研究資金を必要とする研究課題に対応する大型プログラムを充実させていくことも重要で
ある。今後は無制限ではない国の CRG 予算の中で、大型プログラム・中型プログラム・小型プログラムをさらに
バランスよく配置していくことが大切となろう。
３．３．若手研究者向けプログラム拡大の課題
日本の ICRG の中でも特に３０歳代～４０歳代初めの若手研究者向けプログラムは量的・質的両面で拡大する必要が
ある。確かに、近年日本の ICRG における若手研究者向けプログラムは改善されてきた。現在では１１制度の中に若
手研究者対象プログラムがある。科学研究費補助金の若手研究 S は研究期間５年・研究費年間３０００万～１億円程
度、若手研究 A が研究期間５年・研究費年間５００万～３，０００万円というプログラムを提供するまでになっている。
アメリカの代表的な若手研究者向けプログラムである NIH の Independent Scientist Award（研究期間５年・研究
費年間約１，５００万円）、NSF の Career Program（研究期間５年・研究費年間約１，２００万円）というプログラムにも
見劣りしない程度にまでなった。
しかし、現在でも日本の CRG 総額中に占める若手研究者向け CRG は全体の約６％と相対的に小さいので、さ
らなる拡大が必要である。
表４：アメリカの主要若手研究者対象プログラム
３．４．間接経費拡大の課題
CRG を獲得した研究者の所属する研究機関に別枠で提供される資金が間接経費（オーバーヘッド）である。間
接経費の機能としては第１に CRG の応募・交付件数が多い大学等で CRG に関する事務処理経費・施設及び設備
の管理システムの高度化の促進、第２にその獲得をめぐっての大学等の研究機関間での有効な競争の醸成、第３に
研究機関が CRG 獲得を期待できる研究者を雇用する傾向から生じる研究者間競争の形成がある。
日本の ICRG においても間接経費が２００１年度から各省庁の制度の一部への導入が開始された。その後間接経費導
入を図る制度は増え現在では日本の全 ICRG において間接経費配分が実現した。
間接経費の利用に関する制度整備もなされてきた。即ち、２００１年に「競争的資金に係わる間接経費取扱要領」が
定められ、「間接経費の使途」「間接経費の配分」についてが明確にされた。「間接経費の使途」では「間接経費は、
競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用するために必要となる経費
に充当する。間接経費は、直接経費として充当するべきものについては使用することができない」とした。「間接
経費の配分」に関しては次のように定められた。即ち「間接経費が措置された研究課題の研究代表者の申請に基
づき、下記の①－⑤に係わる経費として当該課題の間接経費の１／２を限度に執行する。また、間接経費の趣旨に照
らして総長が特にその必要性を認めた場合は、１／２の配分限度を越えて執行できるものとする。
①研究代表者自身の研究開発環境改善
②学内研究分担者の研究開発環境改善
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③研究代表者の所属学部（学科）・研究科（専攻）の研究開発環境改善
④学内研究分担者の所属学部（学科）・研究科（専攻）の研究開発環境改善
⑤当該課題に関連する研究所等の研究開発環境改善
間接経費総額から上記執行金額を差し引いた残額を補助員雇用等科学研究費の事務執行に係わる必要経費及び
大学全体の研究機能向上のための経費として執行する」とした。
日本最大の ICRG である科学研究費補助金でも現在制度内のほぼ全てのプログラムに間接経費が導入されてい
る。即ち、研究の実施に伴い研究者が所属する研究機関が間接的に必要とする経費を「間接経費」として、研究に
直接的に要する研究費（直接経費）以外に研究機関に直接経費の３０％が措置されている。
日本の ICRG においても間接経費の運営は軌道に乗ってきた。しかし、間接経費の制度設計についても以下のよ
うな課題がある。即ち、第１に間接経費の絶対額がアメリカの ICRG での間接経費と比較するといまだに小さい。
アメリカの間接経費は制度・機関毎に異なるが、その比率が直接経費の４０～１００％にもなる。間接経費比率の算定
に研究機関の財務面の実態を反映するシステムが構築されており間接経費比率は配分機関と研究機関の交渉によっ
て決定される場合が多い。基本的にアメリカの大学等の研究機関においては間接経費が経営上の重要な収益源であ
るため CRG を獲得することができる研究者を競って雇用する傾向が強い。第２に日本の間接経費には研究者本人
の人件費を含めることができないが、アメリカの間接経費には研究者本人の人件費を含めることが可能な制度に
なっている。日本の ICRG においても間接経費のウェイトを高めていくことや間接経費への研究者本人給与の計上
についても検討する必要がある。その実現には日本の CRG 総額自体を大幅に拡大することが前提となろう。
３．５．ICRG運営上の課題
３．５．１．研究費使途・研究費管理の課題
配分される CRG の直接経費の使途としては一般的に備品費、消耗品費、役務費、旅費、研究支援者を雇用する
人件費等がある。
研究費使途の課題としては以下のようなことが考えられる。即ち、第１に備品費、消耗品費、役務費、旅費等の
実際の研究費使途における費目間振替の制約（例えば、振替における費目内容・金額等の制約）を更に弾力化する
ことが必要である。
第２に研究費の年度間繰越をさらに十分に行えるようにすることが必要である。研究開発課題の実施期間内での
研究費の年度間繰越が十分に行えれば研究成果が拡大する可能性がある。
第３に日本の ICRG では直接経費に研究者本人の人件費を含めることができない。アメリカでは既に直接経費に
研究者本人の人件費を計上できる制度になっている。即ち、獲得された CRG は研究機関の適切な管理の下で研究
者本人への給与としても支払われ、CRG の獲得が研究者の給与に直接的に反映される制度が機能している。日本
においても今後は本格的な競争的研究環境を形成するために研究開発を実施する研究者本人の当該研究開発活動に
係わる人件費を直接経費から充当できる制度を形成することが重要である。
３．５．２．年複数回申請の課題
日本の大半の ICRG では各プログラムへの研究者・研究機関の応募、配分機関の申請書受理が年１回である。一
方、アメリカの NIH・NSF などでは研究者・研究機関の応募、配分機関の申請書受理は年複数回あるいは通年が
一般的である。
日本の ICRG においても米国の NIH 等での主要 ICRG でのように年複数回申請が可能であれば制度としては理
想であり、特に最大の ICRG である科学研究費補助金にあっては一部のプログラムだけでなく広範なプログラムに
おける年複数回申請の実施が望ましい。
しかし、２００４年（平成１６年）１２月の科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会の「科学研究費補助金の在り方
について」では、年複数回申請に関して以下のような問題点があることを明確にした。
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１）基本的に現在の配分機関の事務処理体制では年複数回申請を処理できるキャパシティがない。
２）年間複数回申請では年度途中での研究費交付になるが、それには包括的な繰越明許を可能にする制度が必
要になってくる。
配分機関自体の事務処理能力拡大のための予算が増え、配分機関の研究課題申請への対応能力が高度化されれ
ば、年複数回申請も十分に可能になると考える。年複数回申請の十分な実現の前提条件は CRG 配分機関の事務処
理能力の高度化にある。
３．５．３．分科細目の課題
学問・科学・学術自体は常に変化するものであるが、研究課題が研究者の自由に任されるボトムアップ型の
ICRG においては、研究者が研究計画を申請する際の「分科細目」が問題となってきた。例えば、科学研究費補助
金でも、その分化細目が学術自体の恒常的なダイナミックな変化に、即ち現実の学術研究の高度化・細分化・学際
化・総合化・変化などに十分反映していない場合があり、研究計画を申請する研究者に戸惑いを生じさせることが
あった。具体的には、①学際的研究・萌芽的研究等で申請に際して適当な分科細目がないケース、②分科細目の名
称が発展する研究領域を反映しないケース、③審査委員の専門を越えた研究課題で適切な審査が困難になるような
ケース等があった。
１９９０年（平成２年）に科学研究費分科会企画部会の下に分科細目改正検討委員会が設置された。そこでは「基本
的に従来の分科細目の問題点としてその分類が伝統的な学問体系区分を意識しすぎている傾向あるいは大学の学部
学科名称にとらわれすぎているような傾向が強く、増大する学際領域的研究、境界領域的研究に対応する形になっ
ていない」という主旨の指摘があった。
１９９２年（平成４年）に科学研究費分科会で「分科細目の改正について（中間取りまとめ）」が報告され、１９９３年
度（平成５年度）に科学研究費補助金の分科細目は大幅改定がなされ、分科が６３から６８に細目が２００から２３２に拡大
された。さらに分科細目の内容をイメージしやすいように「キーワード」を整理して使用する工夫もなされた。そ
の後も科学研究費補助金では分科細目を学術自体の変化に合わせて５年間隔で変化させることになった。そして、
２００３年（平成１５年）にも大幅な分科細目の改正がなされた。即ち、４系（総合・新領域系、人文社会系、理工系、
生物系）構成になり、細目数は２４２から２７８に拡大された。又「時限付き分科細目」もつくられた。「時限付き分科
細目」は「基盤研究（C）（一般）」にのみ設定されるものであり将来的に恒常的に分科細目表に設定する可能性が
ある新たな研究分野について、試行的に原則２年間設置する分科細目とされた。２００５年度（平成１７年度）から設置
された「時限付き分科細目」は「廃棄物システム」「社会開発と文化」「人材養成と技術者倫理」「極限環境生物学」
の４つであった。
３．５．４．研究計画書フォームの課題
研究者が ICRG に研究課題を申請する際に提出する研究計画書のフォームも重要な課題である。日本最大の
ICRG である科学研究費補助金の研究計画書についても今まで多様な議論があった。例えば、２００３年（平成１５年）
４月の総合科学技術会議の「競争的研究資金改革について（報告）」において次のような指摘があった。
「米国の NIH・NSF 等の競争的資金制度への申請の研究計画調書では研究計画の部分だけで１５～２５ページ程度
の量になるのに対して、日本の科学研究費補助金等の研究計画調書は簡単すぎるのではないか」という趣旨の指摘
である。これに対して２００４年（平成１６年）１２月に科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会が「科学研究費補助
金の在り方について」で以下のような反論を提出している。即ち、「基本的に米国の場合は研究費に研究者本人・
スタッフの人件費、研究関連の施設設備費とその維持管理費等が含まれていて、研究費のカバーする範囲が広く、
それらの必要性を説明するために申請書ボリュームを大きくしていることがある。それに対して、日本の場合は、
研究者本人の人件費・施設関連費用は研究機関の措置となっていて、それらを詳細に説明する必要がないことが調
書のボリュームを相対的に小さくしている」というものである。いずれにしても、研究計画は配分機関が研究課題
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の採択を決定する際の最も重要な要素である。日本の ICRG においてもその独自性との調整を考慮しつつ研究計画
書フォームを改善していく必要があろう。
３．５．５．応募資格・審査の課題
日本の ICRG では予算ベースで約５０％において民間の研究者が応募できない状況になっている。アメリカの中心
的な CRG 配分機関である NIH・NSF の ICRG では、基本的に大学・民間企業などの研究者の所属に関係なく多く
の研究者に応募資格が与えられている。日本の ICRG においても可能な限り多くの研究者がその所属・立場を問わ
ず応募できる制度の形成が必要である。それが長期的には日本の研究社会に一層の有効な競争を引き起こし研究の
質を高めていくことになる。
配分機関に提出された研究計画に対する審査は最大限有効なものにしていく必要がある。日本の ICRG の多くに
おいて研究計画よりも研究者の経歴やそれまでの業績が重視されて審査がなされ一部の業績のある研究者に配分が
集中しているという意見もあった。特に研究者の自由な発想に基づく研究の推進を目的とするボトムアップ型
ICRG においては、研究者の経歴・実績に関係なく研究計画とその実行可能性が冷静に評価されるべきである。
配分機関に提出された研究課題を公平に評価する研究課題評価者の選任も大切な課題である。特に研究課題評価
者の選任に関しての利害関係者排除規定が十分でなければ、潜在的に卓越した研究課題を埋もれさせてしまう危険
がある。アメリカの各機関の利害関係者排除規定は非常に厳格である。例えば、NIH では利害関係者の範囲を次
のように定めている。即ち、①申請者が家族や親しい友人である場合・②過去一定期間内に申請者と契約締結の履
歴を持つ場合・③申請者と極めて近い研究開発を行っている場合・④評価者と長年にわたって対立する考え方を有
する場合などとしている。又 NSF においては利害関係者の範囲を次のように示している。即ち、①同じ機関に所
属する者・②過去４年間論文の共著者である者・③指導した学生と指導教官の関係にある者などとしている。日本
の ICRG においても研究課題評価者の選任に関する厳正な利害関係者排除規定は各機関でつくられてきたが、さら
に洗練化させていく必要がある。
３．６．配分機関の課題
３．６．１．独立配分機関形成の課題
現在日本では研究開発以外の政策業務も担当する８府省が CRG 配分を所管しているが、アメリカで見られるよ
うな CRG 配分業務に特化した独立配分機関による全面的な ICRG 運営についても検討する必要がある。
アメリカの ICRG では CRG 配分業務に特化した研究費配分機関（funding agency to allocate research grants）
が形成されている。CRG の大部分は NIH・NSF・DARPA・NASA といった高度に研究資金配分等の研究開発政
策に特化した機関が、それぞれの専門性と特徴を有しつつ CRG を供給している。これらの配分機関は人事・予算
執行面で所管の本省からの独立性・自立性を確保し、高度な運営を展開するために多数の PD（Program Director）・
PO（Program Officer）を有し科学技術の専門性の側面から一貫したマネジメント体制を構築している。即ち、研
究者が機関の責任者としてマネジメントの責任を負い自主的に、研究費規模・公募方法・評価方針・レフェリーの
選抜・配分額等の決定・研究現場訪問・中間評価・事後評価・情報開示など多様な運営を一貫して展開している。
日本の ICRG の大半ではかつて、長期に渡って各省の本省の複数の局・課が公募・選定・配分・評価などの業務
を担当してきた。本省の人事異動は約２年ごとになされていて専門的研究に深い理解があるスタッフが研究費配分
を担当してきたとは言えなかった。近年、日本の大型の ICRG に関しては、本省とはある程度独立した CRG 配分
業務に特化した独立配分機関を中心とする体制に変化してきている。即ち、科学研究費補助金の多数のプログラム
が日本学術振興会（JSPS）の担当になり、戦略的創造研究推進事業・科学技術振興調整費は科学技術振興機構（JST）
が担い、産業技術研究助成事業は新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が担当するようになった。２００７
年までに日本の３７の ICRG 中の１６の ICRG が独立配分機関の担当になった。今後はいまだ本省自体が配分主体に
なっている ICRG の運営の独立配分機関への移行の可能性について検討していくべきであろう。
日本においては総合科学技術会議が国の各 ICRG 間の連携を図るための全体調整を行うという方向性を打ち出し
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てきた。即ち、２００１年１２月に総合科学技術会議で決定された「競争的資金の制度改革について（意見）」において
以下のような方針を明確にした。
① 総合科学技術会議は、毎年度概算要求前に策定する「科学技術に関する予算・人材等の資源配分の方針」
等により、各省の競争的研究資金制度の評価を踏まえ、各省の概算要求内容の方向性等について、意見を述
べる。
② さらに、予算編成過程において、総合科学技術会議は各府省がまとめた概算要求事項を検討し、本方針を
十分に反映した予算編成が行われるよう、必要に応じて予算編成過程で財政当局との連携を含め、適切な対
応を行う。
③ 総合科学技術会議は、各配分機関の競争的研究資金制度の改革が適切に行われるよう、制度改革の状況に
ついてフォローアップを行い、各府省へ意見を述べる。
確かに、総合科学技術会議は日本の科学技術政策の司令塔を指向し ICRG の高度化についても多様なアプローチ
を繰り返してきた。しかし実際には、総合科学技術会議からのトップダウンで日本の ICRG 全体のあり方が決まる
ようにはなっていない。２００１年に総合科学技術会議が発足する以前まで実質的に日本の主要な ICRG を運営してき
た文部科学省（２００１年４月以前は文部省）の影響力は隠然と存続している。現在でも日本最大の ICRG である科学
研究費補助金をはじめ戦略的創造研究推進事業等 CRG 予算ベースで７５％以上を所管する文部科学省の国の ICRG
全体への影響力は強い。文部科学省は独自に科学技術・学術審議会を有し政策形成に有効な幅広い情報を集約し迅
速に政策を立案し実行している。
文部科学省が総合科学技術会議による政策方針を牽制する場合もあった。例えば、前述したように研究計画書の
大幅なボリュームアップを提言した総合科学技術会議に対して反対した文部科学省の科学技術・学術審議会の意見
もあった。総合科学技術会議と文部科学省は ICRG の制度設計上の変革を担う双璧と言える。よって今後も有効な
連携をしつつ日本の ICRG の高度化を目指してほしい。
図３：日本の ICRG所管省等の相互関係
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３．６．２．配分機関におけるPD・PO拡大の課題
アメリカのような ICRG 先進国における CRG 配分機関の中心的スタッフは PD・PO である。PD は ICRG の制
度設計自体と運用について統括する上級スタッフである。PD は国家の科学技術政策全体、科学のトレンドを理解
し国の ICRG の全体像を俯瞰的に把握した上で CRG 配分の基本方針を決定し、また各プログラムを担当する PO
を統括する。
PO は PD の下で個々のプログラムや研究課題の選定、評価、フォローアップ等の実務を担当する自らも研究者
であるスタッフである。PO は評価段階における評価者の選任、現地調査、審査会等の評価プロセスの計画と実行、
どのような研究課題にどの程度の資金提供を行うかといった配分計画、実施されている研究課題の進捗状況の評価
などを担当する。アメリカの NIH では約１，１００名、NSF では約４００名、DARPA では約１４０名の PO が配置されてい
る。NIH、NSF、DARPA の PO１人当たりが扱う年間予算額も、NIH で約１５億円、NSF で約１７億円、DARPA で
約１８億円と巨額である。
表５：PDのミッション
表６：POのミッション
２００１年の『第Ⅱ期科学技術基本計画』・『国の研究開発評価に関する大綱的指針』において「研究経歴のある責任
者を各配分機関に専任で配置し ICRG の業務の科学技術面の責任を担う体制を整備する」という主旨の方針が出さ
れて以降、日本の ICRG における PD・PO の配置が開始された。現在日本の３７の ICRG の全てにおいて PD・PO
の配置が完了した。しかし、日本の PO の総数は約４６０名で、アメリカの PO 総数約１，７００名と比較するといまだ
に少ない。しかも多数の制度における PD・PO が非常勤スタッフであるという現実もある。PD・PO の量的・質
的な向上は研究課題の募集・選定・進捗状況確認・中間評価・最終評価等 ICRG の運営に関するマネジメント効率
を上げるものとして非常に重要である。ICRG の運営効率を飛躍的に向上させるためにも PD・PO の量的・質的拡
大は欠かせない。また PD・PO の配置と同時にその運営などの点での質を高めていくことも課題である。総合科
学技術会議のイニシアティブにより各制度の PD で構成される PD 会議が設置され、年１回程のペースで会議が開
催されるようになった。プログラム内容の不必要な重複の排除を含む多様な制度間調整等、国の ICRG 全体の有機
的なマネジメントシステムの実現を目指しさらに PD 会議の機能を高度化していく必要があろう。
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３．７．CRG配分の課題
日本の CRG の機関別配分先は大学７８％・公的研究機関１７％・民間企業５％である。アメリカの CRG の配分先
は大学７１％・公的研究機関１９％・民間企業１０％である。アメリカでは民間企業への配分が日本よりやや大きい。
日本の CRG の年齢別配分シェアについては、５０歳代が４０％、４０歳代が３３％と大きいのに対して、飛躍的研究開
発に最も適した世代と考えられている３０歳代の研究者への配分は１２％と小さい。若手研究者向けプログラムは現在
１１の ICRG に存在し充実してきている。さらに若手研究者への資金配分を拡大するために、例えば、全制度で２０％
の CRG は若手研究者向けとするというような数値目標を設定するなど、大胆な対応を考えることが必要である。
３．８．研究成果利用の課題
ICRG の支援を受け産出された研究成果が有効利用できるかどうかも課題である。ICRG による研究成果の発表
については、一般的に各研究者が自主的に学術誌への論文掲載や国内学会・国際学会で発表すること等によってな
される。
科学研究費補助金による研究成果については、各年度終了時に研究概要を報告することが義務付けられている。
この研究概要は国立情報学研究所が作成する科学研究費補助金採択課題・成果概要データベースによって広範に公
開されている。このデータベースは研究分野・研究代表者・キーワード等から検索でき、どのような研究がなされ
どのような研究成果があったかが分かるようになっている。
ICRG から得られた成果の所有に関しても十分なインセンティブが機能する制度の構築が重要である。アメリカ
では早くから「バイドール法」の制定等によって政府研究開発資金によって得られた特許の多くが研究機関に帰属
する制度が機能してきた。日本においても１９９９年の産業活力再生特別措置法の第３０条（いわゆる日本版バイドール
条項）によって、政府からの委託による研究開発成果である知的財産は研究機関等受託者に帰属されることが実現
した。今後はその運用を柔軟に拡大するなどして、委託研究以外のあらゆる形態によって得られた知的財産等につ
いても原則として研究を成功させた研究機関帰属となるよう検討する必要がある。
３．９．CRG受け手の課題
ICRG の制度設計がどれだけ発展していったとしても、ICRG が提供する CRG を受けとる受け手側の制度が効果
的なものになっていなければ、基礎研究成果の最大化は実現しない。基本的に CRG 受け手側で CRG 獲得を軸に
研究者間での有効競争が生じる制度をつくることが必要である。CRG 獲得とそれを利用しての研究成果が研究者
のキャリアパスと連動することで、研究者の CRG 獲得へのインセンティブが高まり研究者社会に効果的な競争原
理が働き、結果として有効な研究成果が産出される。競争的研究環境形成の実現において ICRG と表裏一体のファ
クターをなすのが CRG 受け手側の制度設計である。日本の CRG の最大の受け手は大学である。大学内部の制度
設計が日本の研究環境を競争的に変革していく上で最も重要な課題になっている。
ICRG 先進国であるアメリカの研究大学では CRG のウェイトが非常に大きい。CRG の獲得と活用が「ポストド
クター→テニュアトラック→テニュア」というキャリアパスにおける必須の条件である場合が多い。特に、任期付
きのテニュアトラックがテニュアに昇進する際の最重要な基準の中に CRG 獲得が位置付けられるのが一般的であ
る。自らが研究活動をするための研究費を外部から獲得することがその研究機関での地位を確保する必要条件に
なっている。アメリカでは CRG に研究者本人の給与を計上することができることも研究者の CRG 獲得へのイン
センティブを高めていると言える。
一方日本においては、CRG の約８０％が配分されている大学等で CRG の獲得と活用が必ずしも研究者のキャリア
パスに反映されていない。一部の大学を除き大半の大学の給与・人事制度では、CRG の獲得と活用が直接的に業
績評価・処遇改善・昇進に十分に反映されるものになっていないのが現状である。
基本的に日本の大学の研究活動は経常的研究経費と CRG の２つが支柱になっている。経常的研究経費の中に
は教育研究基盤校費（教官当たり積算校費）・研究旅費・施設設備費などがあり教育研究基盤校費が経常的研究経
費の中心的経費で、全ての研究者に一律に交付され大学における研究の基盤をつくるものである。教育研究基盤校
費の総額は長期的に横ばいが続き、例えば、国立大学法人の教育研究基盤校費は約２，０００億円で推移している。そ
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れに対して、国立大学法人の研究費における CRG のウェイトは拡大している。即ち、教育研究基盤校費と科学研
究費補助金の比率は、１９６５年度（昭和４０年度）で５：１、１９７５年度（昭和５０年度）で３．４：１、１９９１年度（平成３年
度）で１．９：１、１９９６年度（平成８年度）で１．４：１と科学研究費補助金のウェイトが高まり、２００２年度（平成１４年
度）以降は科学研究費補助金を含めた CRG 額が教育研究基盤校費より多くなっている。
今後は日本の大学においても、特に研究者のキャリアパスにおける評価基準として CRG 獲得実績がウェイトを
増すことが重要である。CRG の獲得とそれを利用しての研究成果が研究者の業績として評価され、研究者の昇進
や給与に十分に連動するような制度が構築されることが必要である。特に若手研究者についてはその最初の任用は
アメリカのテニュアトラックのような任期付き任用として、その後の昇進については CRG の獲得実績を考慮して
決定するようにすべきである。２００４年４月に国立大学の法人化が実施され経営に競争原理が導入され各大学法人に
おいて CRG の獲得が活発になり、CRG の獲得とそれを利用しての研究開発成果が研究者の評価として適切に給与
や人事に反映する給与・人事システムが積極的に形成されてきている。しかし、私立大学等も含めた日本の大学全
体で考えるとこのトレンドはいまだ大きいものとは言えない。
おわりに
ICRG は多様な研究者・研究機関が有する潜在的に価値的な研究課題を発掘・展開し、又研究者・研究機関間競
争を促進し結果として国家の基礎研究力の上昇に寄与する科学技術政策上の重要な制度である。近年日本の ICRG
は世界の ICRG の設計・運営でトップを走るアメリカの制度の利点を吸収しキャッチ・アップしてきた。そして特
に１９９０年代以降量的質的に加速度的に発展した。しかしいまだ米国の ICRG と比較すると、前述したような多数の
克服しなければならない政策的課題が存在する。今後日本の ICRG はさらにアメリカの制度設計上の先進性を吸収
しながら変革可能なところから改善を実現し、制度的洗練化を進めていく必要があると考える。
科学技術の発展を促進する研究成果を生み出すことができるのは、あくまで研究者・研究機関といった研究主体
である。よって基本的に科学技術政策の多様な政策形成は常に広範な研究主体からのニーズを吸い上げながら展開
されるべきである。ICRG に関しても、基礎研究の特性と CRG 配分の性質が根本的に合わないのではないかとい
う研究主体からの意見もある。即ち、基礎研究は完全なる未知への挑戦の性質が強く明確な研究成果の生産を第一
次的目的とするものではない。しかし、CRG 配分においては明確な研究成果が期待される研究活動への配分が重
点化される傾向も強い。つまり、明確な研究成果の生産を必ずしも第一次的目的としない基礎研究の特性と、CRG
配分における明確な研究成果期待の強さという性質が原理的に合わないのではないかという議論である。よって、
今後はさらに基礎研究の特性に合った適切な研究評価システムの形成を目指していく必要があると考える。
註
 日本の包括的な科学技術政策の発展過程については、拙著「科学技術戦略の形成－１９８０年代以降の日本におけ
る包括的科学技術政策体系の形成と特徴点－」長岡大学生涯学習センター『生涯学習センター研究実践報告』第
２号（通巻６号）２００３年が詳しい。
 アメリカにおいては政府による CRG 以外にも民間財団が巨額の CRG を配分している。日本でも民間財団に
よる CRG は存在するが、いまだ支援額は少なく支援期間も短い場合が一般的である。
 アメリカの基礎研究振興政策も含めた科学技術政策の制度設計の全体像については、拙著「アメリカの科学技
術政策システムーボトムアップ型政策立案＆トップダウン型政策展開と大学における競争的環境の形成」長岡大
学生涯学習センター『生涯学習センター研究実践報告』第４号（通巻８号）２００７年が詳しい。
 １９９３年度から景気対策としての公共事業の中に科学技術関係経費が認められるようになった。結果として補正
予算でも科学技術関係経費が手当てできるようになり、１９９３年は基礎科学振興元年と呼ばれるようになった。
 ICRG のスクラップ・アンド・ビルドは頻繁に行われてきた。例えば、２０００年（平成１２年）に未来開拓学術研
究推進事業、２００１年（平成１３年）に COE 形成基礎研究費が廃止された。
 科学研究費補助金は日本最大の ICRG であり制度設計上も常に先頭を走っている。科学研究費補助金の制度変
革については、文部科学省の科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会や日本学術振興会の科学研究費委員会
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が現場を常に調査し意見を吸い上げ、制度変革への方針を出している。
 例えば、科学研究費補助金の大半のプログラムを担当する日本学術振興会の職員総数は約１００名であるのに対
して、アメリカの NIH の職員総数は約１８，０００人にもなる。
 特に JSPS は機関内に学術システム研究センターをつくり PD・PO を有機的に配置した。学術システム研究セ
ンターの PO は研究者が提出した研究課題に対する審査は行わない。アメリカにおいても NIH の PO は審査ま
で行わない。PO の業務として審査まで実施するのは NSF においてである。JSPS の学術システム研究センター
は NIH 型に近く設計したと言える。
 大学の研究費としてはその他にも、奨学寄附金・受託研究費・民間等との共同研究による研究費などがある。
 大学等の研究機関自体が運営資金の多くの部分を科学研究費補助金等の CRG によってまかなう方針を明確に
打ち出すようになってきている。例えば、２００６年に東京大学先端科学技術研究センターは人件費を含めた運営資
金の７０％を CRG によってまかなう目標を出した。
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科学技術政策史研究会『日本の科学技術政策史』未踏科学技術協会 平成２年（１９９０年）
科学技術庁『科学技術白書』（昭和５５年～平成１２年版）大蔵省印刷局 昭和５５年～平成１２年（１９８０年～２０００年）
科学技術・学術審議会学術分科会「競争的研究資金制度改革について（意見）」平成１５年（２００３年）
ぎょうせい編『文部科学省科学研究費補助金採択課題・公募審査要覧』（平成１３年度上～平成１８年度下）ぎょうせ
い 平成１３年～平成１８年（２００１年～２００６年）
ジョエル＝J＝オロズ（長岡智子他編）『助成という仕事：社会変革におけるプログラム・オフィサーの役割』明石
書店 ２００５年
総合科学技術会議「競争的研究資金制度改革について中間まとめ（意見）」平成１４年（２００２年）
総合科学技術会議「第２６回総合科学技術会議議事要旨－資料２：競争的研究資金制度改革の検討状況について」２００３
年
中村陽一「アメリカ政府の科学技術行政（上）」『研究 技術 計画 Vol．３，No２』１９８８年
中村陽一「アメリカ政府の科学技術行政（下）」『研究 技術 計画 Vol．３，No３』１９８８年
野村浩康他『科学研究費補助金からみる全国大学総合ランキング：科学研究費補助金採択研究課題数による大学の
研究活性度の調査研究』慧文社 ２００５年
原現吉『科学研究費―その成立ちと変遷―』科学新聞社 １９８２年
広田秀樹「日本の科学技術政策における政策システムの発展と課題－新規重点政策領域における政策主体と政策手
法に関する一考察－」長岡大学地域研究センター『地域研究』第２号（通巻１２号）２００２年
広田秀樹「科学技術戦略の形成－１９８０年代以降の日本における包括的科学技術政策体系の形成と特徴点－」長岡大
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学生涯学習センター『生涯学習センター研究実践報告』第２号（通巻６号）２００３年
広田秀樹「アメリカの科学技術政策システム－ボトムアップ型政策立案＆トップダウン型政策展開と大学における
競争的環境の形成」長岡大学生涯学習センター『生涯学習センター研究実践報告』第４号（通巻８号）２００５年
牧田東一編著『プログラム・オフィサー：助成金配分と社会的価値の創出』学陽書房 ２００７年
文部科学省『科学技術白書』（平成１４年版～平成１９年版）財務省印刷局 平成１４年～平成１９年（２００２年～２００７年）
－４８－
ｖａｔｅ／０８０１０３６０　生涯学習研究年報／０８０１０３６０　生涯学習研究年報／論文２　広田　３３－４８  2008.03.27 0
